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４．その他
（1） 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無

新規　　　無　　　　除外　　　無　

（2） 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(連結財務諸表作成のための基
本となる重要な事項の変更に記載されるもの)





注は堅調に推移しました。 



1,794 億円となりましたが、営業利益は前連結会計年度と比べ 91億 8百万円増加（＋63.9％）の 233 億

53 百万円で、過去最高となりました。 

 

  【プラント部門】 

国内市場は、中国の旺盛な石油化学製品需要と相まって、石油化学分野における高機能、高付加価値製

品の製造設備を中心に、設備投資意欲の高い状況が続いております。海外市場においても、産油国に留ま

らず、東南アジアの石油化学関連プラント建設が本格化し始めました。 

このような状況の中、本年度は、化学プラント分野では、東南アジア向けに数件の石油化学プラントを

受注しました。 

連結受注高は、東南アジア向けプラスチックプラント設備工事などにより、前連結会計年度と比べ 194



２．財政状態に関する分析 











なお、当社グループではＲＯＩＣ（投下資本事業利益率）を以下の式で算出しています。 

ＲＯＩＣ＝（営業利益＋受取利息及び配当金）÷（前当期平均自己資本＋前当期平均有利子負債） 

 

４．対処すべき課題 

当社グループは、１兆円を超える受注残高を抱え、高水準の操業が続く状況にありますが、資

源価格の高騰や為替の急激な変動などにより経営を取り巻く環境は厳しい状況にあると認識し

ています。そうした中にあっても、上記「08 中計」に従って、新・三井造船創成に向けて、次の

施策を着実に推進してまいります。 

① 中核事業の収益力拡大に向け、生産性向上のための設備投資を行い、将来にわたる優位性の

確保に努め∵の



連 結 貸 借 対 照 表

(単位 百万円、％）

金 額

( 資 産 の 部 ) ％ ％

Ⅰ 393,520 55.3 369,736 52.6 23,784

53,907 77,087 △ 23,180

128,358 119,337 9,020

6,469 422 6,047

96,366 87,978 8,388

10,789 9,869 920

64,304 47,331 16,972

33,555 28,061





連 結 損 益 計 算 書

％ ％ ％

Ⅰ





連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

前連結会計年度（平18.4.1～平19.3.31）

剰余金の配当

役員賞与

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

土地再評価差額金取崩額

12,421 2,641 144,801

剰余金の配当 △2,074

△9

当期純利益 19,416

自己株式の取得 △116

自己株式の処分 21

土地再評価差額金取崩額 △1,141

433

2,875

△8

9

3,480 △1,843 1,616

3,480 △1,843 21,022

15,902 798 165,824

12
 連結会計年度中の変動額合計
（百万円）
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 主要な連結子会社名

(2) 連結子会社の異動状況

①新規設立、株式取得等による増加

㈱エコクリーン江別

エム・イー・エス・アフティ㈱

PT ARAH PRANA

②非連結子会社からの異動による増加

㈱ガソニックス

③合併による減少

三井造船アクアペックス㈱

創原重機㈱

④会社清算による減少

BWSC Generation Services Inc.

三造エコ燃料㈱

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 主要な持分法適用会社名

南日本造船㈱、昭和飛行機工業㈱、㈱三井三池製作所

(2) 持分法適用会社の異動状況

①新規設立、株式取得等による増加

SONG DOC MV19 B.V.

②重要性の判断による増加

上海中船三造ディーゼル有限会社

③会社清算による減少

BUFFALO FPSO PTY LTD.

3. 連結子会社の決算日等に関する事項

三井造船千葉機工エンジニアリング㈱、三井海洋開発㈱、三造企業㈱、四国ドック㈱、新潟造船㈱、

三井造船鉄構工事㈱、ドーピー建設工業㈱、三井造船マシナリー・サービス㈱、㈱三造機械部品加工センター、

三井ミーハナイト・メタル㈱、㈱エイ・ディー・ディー、三井造船環境エンジニアリング㈱、

三井造船プラントエンジニアリング㈱、三井造船システム技研㈱、三友不動産㈱、三幸物流㈱、市原グリーン電







（表示方法の変更）

連結貸借対照表

（追加情報）

売上高の純額表示に関する会計処理

連結財務諸表規則ガイドラインの改正により、前連結会計年度は「現金及び預金」に含めて表示しておりました内国
法人の発行する譲渡性預金については、当連結会計年度から「有価証券」に含めて表示しております。
　前連結会計年度　4,000百万円
　当連結会計年度　3,300百万円

一部の国内連結子会社は、当連結会計年度から「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」
（企業会計基準委員会　実務対応報告第17号　平成18年３月30日）を適用しております。
これにより、売上高、売上原価がそれぞれ5,903百万円減少しておりますが、損益に与える影響はありません。
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

三井造船株式会社 (7003) 平成20年３月期決算短信
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［連結財務諸表に関する注記事項］

1. 連結貸借対照表関係

(1) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額



3.  連結株主資本等変動計算書関係 

(1) 発行済株式の種類および株式数に関する事項

単位 千株

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

単位 千株

（注）変動事由の概要

増加数の内訳は、次のとおりであります。







 ［所在地別セグメント情報］

 当連結会計年度（平19.4.1～平20.3.31）

日本 アジア 欧州 北米 その他 計







［ストック・オプション等関係］

該当事項はありません。

［企業結合等関係］

該当事項はありません。

［１株当たり情報］

期中平均株式数（普通株式）

［重要な後発事象］

該当事項はありません。

［開示の省略］

［リース取引関係］

［関連当事者との取引］

［税効果会計関係］

［有価証券関係］

［デリバティブ取引関係］

［退職給付関係］

828,842,051 株

以音



貸 借 対 照 表
(単位 百万円、％)

( 資 産 の 部 ) ％ ％







株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当事業年度(平19.4.1～平20.3.31)

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△215

△215

116,653

項　目

項　目

32,191

34,401

△215

△2,903

7,799

119,143

19

△2,210

2,489

△2,210

△2,210

20,176

3,698

3,698

2,732

評価・換算
差額等合計

土地再評価
差　額　金

20,176

△5,908

△5,908

9,282

繰延ヘッジ
損      益

△965

4,700

86,952

純資産合計

△203

△532

評価・換算差額等

4,896

24,929

4,896

1911

利益
評き

△2,9037, 【







そ の 他
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